価格固有値、縮退価格、無価格、２重価格
香村由紀

第1部　　はじめに

　新古典派は、価格を媒介にして、競争により経済が最適化すると主張する｡しかし、ｱｰｻｰ等は、技術の非線形性により、経済発展の経路依存性がおこり、最適点が必ずしも得られない事を示した｡ｱｰｻｰの経路依存性においては、可能な経済状態のある点では、最適性が存在するが、その実現は経路に依存するため、現実の経済は必ずしも最適状態にないというものであった｡しかし、現実がそうとしても、理論的には最適点は必ず存在し、それは自由放任により得られることに変わりがない｡

　しかし、ここで示すように、技術の非線形性と結合生産の議論を組み合わせ、市場での安定点について検討すると、いずれの安定点も消えてしまい、存在しえない事がしめされる｡すなわち、価格が存在しない場合があると言う結論が得られる｡

　ここで使う議論は、ｽﾗｯﾌｧの技術についての議論を基礎としている｡新古典派に対し、ｽﾗｯﾌｧは、技術、生産が価格を決めるという古典派の主張を復活させた｡ｽﾗｯﾌｧの示したものは、需要と供給により価格が決まると言う新古典派ﾓﾃﾞﾙの背後には、技術が価格を決め、需給はその価格のまわりをふらつくという事実である｡このため、新古典派的な需給による価格決定は、ｽﾗｯﾌｧ的な価格の周辺でふらついていると言う事になる｡

　このｽﾗｯﾌｧの数学構造は、固有値と固有ﾍﾞｸﾄﾙの関係で記述できる｡これに、不動点定理を組み合わせると、今述べた様に、可能な経済状態のいずれにおいても、最適状態がえられない場合があると言う結論が導ける｡この価格不存在は、均衡価格はあるが不安定であるという事ではなく、均衡価格そのものがないと言う点で、原理的には重要である｡もちろん複数の安定点があり得るという、ｱｰｻｰと似た結論も導ける｡

　また、より重要なことは、線形状態においても非線形状態においても、いずれの場合も次の結論が出て来る｡自由放任でえられる安定点のいずれも最適な経済状態を示すと言う保証はなく、ﾚｯｾﾌｪｰﾙは否定されると言う事になる｡これは、n個の産業があれば、n個の異なる価格体系があると言う事から導かれる当然の帰結である｡現実の価格は現状の経済が示す多様な価値の1つの写像にすぎず、別の写像による価格体系もあり得ると言う重大な事実がある｡この事を、この報告で示したい｡

ｽﾗｯﾌｧﾓﾃﾞﾙとその帰結

　ｽﾗｯﾌｧは、利子率が決まれば、価格がきまり、利子率ｾﾞﾛの状態では、労働価値が成立している事を示した｡これは、利子率は体系の外部から与えられるもので、新古典派の主張する経済が経済として完結するものでない事を示すものでもある｡従って、ｽﾗｯﾌｧは、技術により価格が決まる事、利子率ｾﾞﾛの時、価格は労働価値に還元される事、利子率は経済外から与えられる事の3点を示していると言える｡

　さらに、ｽﾗｯﾌｧは、結合生産の問題を扱っている｡また、技術が非線形でもﾓﾃﾞﾙとその結論は成立することをのべている｡非線形の問題については、有賀の安定性についての議論が嚆矢で、唯一の重要な成果であろうか｡しかし、扱われたのは係数がすべて正の局所安定性の場合であり、係数負となる結合生産についての議論はない｡結合生産と非線形性について、またそれに伴なう大局安定性については、まだ十分な議論がなされてはいない｡この報告の目的の1つは、非線形性と結合生産が大局安定性と結び付くとどのような帰結が導かれるかを議論する事にある｡

　なぜ、係数が正の場合、局所安定性のみで、大局安定性が問題にならないかは、塩沢の定理が関係する｡塩沢は、ﾌﾛﾍﾞﾆｳｽの定理を拡張し、経済学ﾓﾃﾞﾙでは、労働が全ての生産関数に関わるため、係数が正の場合、いかなる場合も、固有値と固有ﾍﾞｸﾄﾙが唯一に定まり、2つの固有値が縮退して同一の値になる事はない事を示した｡このため、経済学的な生産平面では、正の値を示す固有値1つが次第に変化していくだけで、2つの固有値が交差する事はないと言う結論が導ける｡しかし、負の係数が存在する場合はこの限りではない｡

　公害の生産はこの例である｡公害は、例外事象のように見えるが、実際の産業をみれば、どの産業でも必ず、無駄な副産物を生み出している｡この処理係数は負になる｡この負の処理係数がある場合、塩沢の定理は成立しない｡

　我々は、負の生産係数がある場合につき、具体的な数値例について、固有値を使い、固有値と固有ﾍﾞｸﾄﾙが交代することを示した｡この帰結を使うと、ｽﾗｯﾌｧの議論のうち、労働価値についての議論は、意味がない事になると言えそうである｡なぜなら、価格は1通りに定まらず、複数の価格が存在しえ、また、現実の価格は最適状態をしめす保証はない｡もちろん、どのような場合にも価値を労働に帰結させる事は出来るが｡

　これは、小さな違いだが、ｽﾗｯﾌｧのﾓﾃﾞﾙをつきつめると、新古典派の重要な結論を否定するだけでなく、労働価値説と言う、古典派の主張をも否定する事になる｡ﾚｯｾﾌｪｰﾙは、最適点を示すものではなく、労働価値も成立しない｡この意味するものは何であろうか｡市場の奥に、ﾊｰﾄﾞなｺｱが存在する事をｽﾗｯﾌｧは示した｡新古典派が示すものは、ｽﾗｯﾌｧの価値:ｺｽﾄの中心を価格が上下する表面的な流れであるにすぎない｡しかし、同時にﾊｰﾄﾞなｺｱは、労働価値にはない｡

　実際に、n個の産業があると、n個の価格体系が可能である｡このため、労働価値や効用関数は、ほとんど意味をなさなくなる｡価格はこの様な価値理論の中にはない｡これについては最後に議論する｡

　この報告でしめす固有値による多様な価値の成立は、単純な労働価値を完全に葬り去ったと言えるのではないだろうか｡労働価値は生きているが、古典的な形ではない｡同時に、新古典派の限界効用も古典的な形では生き残れない｡この報告が正しいかどうか解からない｡正しいとして、物や労働の価値論は経済学の基本ﾃｰﾏであるとすれば、基本ﾃｰﾏが混沌の状態に入った様に思われる｡

第2部　　価格固有値の基礎理論
　ｽﾗｯﾌｧを少し修正する事で、古典派、新古典派と異なる価格理論と生産理論を提示する｡さらに、不動点定理を使い、価格や需要供給の一致点が存在しない事を示す｡まずこの2部では、基礎理論として、生産、価格理論を示す｡これらは固有値を使うﾓﾃﾞﾙとなる｡

1. 仮定
全般　安定点を問題にし、安定点に至る経路は問わない｡ﾓﾃﾞﾙの係数や変数は、全て単位労働、単位生産あたりの値を示す。

生産　他産業の生産物を使い生産を行うｎ個の産業があり、各産業は労働者を使い生産を行う｡固定資本は考えず流動資本(中間投入財)のみとする｡消費のみに使われる財はなく、また、生産財は消費にも使われる。次期投資に必要な以外の利潤は存在せず、価格はｺｽﾄの総計で決まるとする｡

価格　この様に、価格はｺｽﾄの積上に他ならない｡しかし、価格自体が未決定であり、最初設定される価格が安定した最終価格とは限らない｡そのため、最初の設定価格が決めるｺｽﾄ積上としての価格が、繰り返し設定しなおされ、相互に影響して安定点に至るのが最終価格である｡これは基本的にｽﾗｯﾌｧと変わらない｡言い換えれば、労働と生産各部門での価格の安定状態、貨幣の流通における安定状態として価格が存在している｡

　　　新古典派では需給の一致点で価格が決まるのに対し、この報告では、生産の相互依存、生産と労働の相互依存により、価格が決まるとする｡ただし、この相互依存の行列には消費が入っている｡この相互依存により、価格は固有値にともなう固有ﾍﾞｸﾄﾙとして決まる｡

　　　ｽﾗｯﾌｧとの違いが問題になるが、ｽﾗｯﾌｧでは労働を中心としてｺｽﾄを見るのに対し、この報告では、消費を行う労働が他の産業と同じ形式でもって式に入り込み、生産と消費-労働が作り出す安定系として価格が決まる｡この点でｽﾗｯﾌｧと異なる｡この形式は、塩沢がすでに開発したものに他ならない｡

需給均衡と固有値ﾓﾃﾞﾙ　この結果、価格を決める数式は固有値に伴う固有ﾍﾞｸﾄﾙになり、生産も固有ﾍﾞｸﾄﾙになる。新古典派的な需給均衡点で価格が決まるが、この価格は相互依存の安定状態として固有ﾍﾞｸﾄﾙでも表される。新古典派的均衡も生産、労働、消費の相互依存を前提にする以上当然であろう。

消費決定行動　消費者は限界利益最大化行動を取る｡これをﾗｸﾞﾗﾝｼﾞｭ未定乗数法で解く｡ただし、消費者全体を一つの消費関数、ただ1人の消費者で表す｡(実際には、個人行動の詳細はﾓﾃﾞﾙの本質には関わらず、一定条件を満たせば、どの様な行動でも良い｡)しかし、後で、消費行動が価格の微妙な変化に対して大きくｼﾞｬﾝﾌﾟするﾓﾃﾞﾙ、行動の固有ﾍﾞｸﾄﾙﾓﾃﾞﾙを示し、これを価格の存在と非存在の解明に使う｡

労働と消費　この行列式には、他の生産部門と同じ形式で、労働者の消費部門が加わる｡労働は、他の生産と同じく、他の生産に使われる要素と見なせる。したがって、労働が経済に占める形式は、他の生産財と同じ形式をとる｡

　　　後に、労働の別の面が追加される｡すなわち、労賃の全ては消費にまわされるので、労働はｺｽﾄ(消費支出)の積上で表現され、消費と言う支払いの総計に等しい｡そして、この消費は行列の列として行列に加えられる｡この様に労働は、行と列に加えられ、労働と生産は同じ形式で表す事ができる｡

生産行動　企業は、次期投資用の利潤以上の利潤がｾﾞﾛになるまで生産を拡大し、労賃を上げる｡

線形、非線形　生産関数は非線形であるが、相互に他の生産に投入されるので、行列でこれを表す｡従って、行列の係数は生産量に依存する｡労働が消費財を使う事を示す行列要素も同じく非線形である｡

2.  消費が予め決まっている時、消費量yに対し、全生産量xは次式で決まる｡

j財の生産1単位に必要なk財の投入率をakjで表す｡k財の全生産量をxk、消費量をykとする｡xk－ykが中間投入量となる｡　　　　　産出　 投入
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xjを産出するに必要な労働と財の投入率
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　ここで、ｘ1 ,ｘ2,,ｘ3 ,…・, ｘn, Lは、生産財X1 ,X2 ,X3 ,    ,Xn と労働 Lの量で、特にｘj－yjは生産へ回される量(中間投入財)、yj は消費に回される量である｡L－Lａ=Lbは生産に投じられる労働で、Laは消費やﾚｼﾞｬｰに投じられる労働である。La+Lb =Lは総労働で、ｽﾗｯﾌｧは1としたが、ここでは特に定めない｡








(しかし、後で示すﾓﾃﾞﾙでは1になる｡)

ﾓﾃﾞﾙを固有行列に変形する

　この式に、消費ﾍﾞｸﾄﾙ(y1  ,y2  ,y3 ,

,yn ,La )tを両辺に加えると次式になる｡
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追加消費ﾍﾞｸﾄﾙ
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Ln       +  La  =　L －La  +   La 
　さらに、次の式を使い行列を変形する｡

　
bj ×( La+Lb )＝yj
( i=1,,   ,n )
から
　 bi＝yi /( La+Lb )

　
Ln+1×( La+Lb )＝Lａ

から
　 Ln+1＝Lａ /( La+Lb )　
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投入　x,yは単位労働当たりの値
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労働による消費量ﾍﾞｸﾄﾙ　 

　生産における固有ﾍﾞｸﾄﾙの説明をする｡1からn列までは、通常の生産行列と同じである｡n+1列は、消費である｡ﾏﾙｸｽ的に言えば次期の労働に必要な消費を得る、すなわち、労働の再生産を確保する事に関係する｡これは、労働La+Lbを獲得する事であり、このLa+Lbに労働投入係数ﾍﾞｸﾄﾙ(単位労働あたりの消費量、b1 ,b2 ,b3 ,    ,bn , Ln+1 )をかけて得られる量に相当する財( X1 ,X2 ,X3 ,    ,Xn , L)の投入(=消費者による消費)が必要となる｡

  このn+1列に労働La+Lbをかけたものは、式2の消費ﾍﾞｸﾄﾙ( y1 ,y2 ,y3 ,　    ,yn , Lb )に等しい｡この式を見れば明らかな様に、これは固有値1の固有ﾍﾞｸﾄﾙと同じ形式になっている｡

　この式は固有値と固有ﾍﾞｸﾄﾙを示す形式に他ならない｡まず、形式だけを示した｡はたして、この形式が実際に成立し、かつ実際の固有値と固有ﾍﾞｸﾄﾙであるかどうかが問題になる｡結論は、現実経済ではこの形式が成立し、かつ最小固有値とそれにともなう固有ﾍﾞｸﾄﾙがこの形式の解になっていると言う結論が出て来る｡この内容を分析する｡

　投入産出行列に、需要に応じて自在に変化する消費量(平均消費率)が行列に入る事は、消費が決まっていて、その為に必要な投入を問題にするので問題はない｡新古典派は、消費と経済体系の接続を問題にするので、消費が行列の内部に入る事はあり得ない｡しかし、経済体系の構造、消費をも含む経済全体の構造を問題にする場合、体系の内部に消費を入れた行列を考えその安定性を問題にするのは当然である｡

3.  固有値について

　上のﾓﾃﾞﾙでは、固有値1となっている｡技術革新がなければ、成長はなく、固有値は1になる｡この状態において技術が革新されれば、係数は変わり生産量は増大する｡この技術革新が1回限りのものであるなら、生産の増大は止まり、再び安定状態となり、固有値は1となる｡この様に、係数の変化に関わらず、経済を表す行列の固有値は1になるはずである｡この報告では非線形ﾓﾃﾞﾙを扱い、安定点にならない限り、行列の係数が変わる｡この技術革新と非線形の2つの問題を明らかにする為、係数の変化と固有値の関係を調べておく必要がある｡物財の計測単位を変え、行列の係数が変わると、固有値はどうなるのか｡

　今まで1単位としていたk財を2単位と数えると、行列内のj列の係数は半分になる｡何故なら、単位の変換により、j財1単位の生産に投入される他の財の量は1/2になるから｡一方、j財が他の財の生産に投入される率を表すj行の係数は2倍になる｡そして、j行j列の係数は、2×1/2倍されるので元の値に留まる｡

　この変換によっても、この行列の固有値は変わらない｡j行の全てを何倍かして、j列の全てを同じ値で割り、ﾗﾌﾟﾗｽ展開すると、固有値を計算する式は、行と列を変える前の式と同じに戻る｡これから解かる事は、固有値を1にする為に行列の係数を変えても、固有値を1に持っていけないと言う事である｡以上から、成長のない安定状態に至るのは、消費や利潤が変化する(増大する)為であると結論づける事が出来る｡

　従って、単純再生産の場合、安定点が存在するかどうかと言うこの報告の中心となる議論では、正確には、消費が固有値1になる様に係数を変化させる必要がある｡しかし、固有値が2重に縮退する確率は、確率論的にはｾﾞﾛである(有賀)ので、消費の変化を扱わなくても大きな間違いはない｡それゆえ、以下では2重に縮退した状態のﾓﾃﾞﾙと、縮退から生産係数が僅かにｽﾞﾚ、固有値の2重の縮退がとける場合を扱う時、消費を変化させずに議論する｡従って、消費を変化させない為、係数変化後の固有値は1ではなくなる｡

　固有値の大小は議論にどう関係するのか｡n次行列の固有値はn個あり、その内で固有値最大のものが最終到達点(安定点)となる｡しかし、ここで定義した行列は、行列は生産量を得るのに必要な投入の係数を示し、行列にかかるﾍﾞｸﾄﾙは投入ﾍﾞｸﾄﾙを示す｡一方、この生産を生む投入ﾍﾞｸﾄﾙは右辺に置かれていて、行列に直接かかる事はない｡このため、固有値のうち、最大のものではなく最小のものが、ﾏﾙｺﾌ的な到達状態を示す固有値となる｡それ以外の固有値とその固有ﾍﾞｸﾄﾙは、時間の経過と共に消えてしまう｡従って、以下の分析は最小固有値のみを問題にする｡

価格行列における固有値

　価格行列の双対が生産行列となる事は良く知られている｡ここでの双対とは価格行列の転置行列が生産行列になる事を言う｡生産が固有値の形式を取るので、当然、価格行列も固有値を共有する｡

　　　a11  a21    aj1　　　 an1 Ｌ1    p1 ＝α p1

他の生産や消費でj財が使われる率

      a12
      　  an1  L2    p2 　 　p２








akj：jの生産に必要なkの率　


    Ａt




Lj：jの生産に投入される労働の率

      a1j

ajj
  Lj

　　(式4)



　　



(式2) 式1の列を行に転置したもの

　　　a1n
ajn   　　ann  Ln 　pn 　 　pｎ 

　　　b1   b2
bn    　　bn  Ln+1 ω
　   ω

bjは単位労働当たりの消費率(量)
　pjは財jの1単位当たりの価格、ωは労働1単位当たりの賃金で、同時に労働分配率でもある(ｽﾗｯﾌｧの定義)｡平均消費率bjやLn+1等は前の行列で示したものである｡

　n+1行は、各財の消費の割合を示している｡労働者は全てを消費していると仮定するので、労働者の収入と支出は一致し、n+1行の行ﾍﾞｸﾄﾙに各価格の価格ﾍﾞｸﾄﾙをかけたものは、労働者の収入である賃金に等しい｡n+1列は、これを示している｡行列の右下のｺｰﾅｰのLn+1は、物財の労働に振り向けられない労働の割合を示す｡自己に向けられる労働の割合がLn+1なので、

全賃金は(L1+L２+　　　+Lｎ+Ln+1)ωとなる｡一方、消費支出は、b1･p1+ b2･p2 +  …・   +bn･pn となる｡

4.  収支均衡

　生産行列は価格を前提として需要を決める｡この生産行列を次々に掛け合わせて行き着く先を問題にする｡すなわち､生産行列は、生産の推移が均衡に到達する点を表し、価格については何も問わないと言う事になる｡

　一方、価格行列は、ｺｽﾄの積上として均衡に達する点を表す｡この場合、生産行列とは逆に、生産の量は前提とされ、価格の安定点のみを問題にする｡行列で言えば、行列の掛け算の推移のみを問題にする｡さらに重大なのは、価格行列はｺｽﾄのみ考え、売り上げについては全く問題にしていない｡すなわち、収支均衡は全く扱っていない事になる｡しかし、固有値に伴なう固有価格ﾍﾞｸﾄﾙが達成される場合には、次に見る様に総ｺｽﾄと総売り上げは自動的に一致する事になる｡

　価格はｺｽﾄの積み上げで、この価格設定ではどのような需要であろうと収支は均衡するはずである｡この点を調べる｡式4の行ﾍﾞｸﾄﾙ例えばj行は、j財の生産に必要な各生産財kの割合akjおよびj財生産に必要な労働の割合Ｌjを示す｡従って、k財の価格をpkとすると、ｺｽﾄは、jへ投入される財の価格pkとその投入割合(単位当たりの生産投入係数)を示すakjをかけ合わせたものと、労賃ωとＬｊをかけたものの合計に等しい｡総ｺｽﾄは、これにj財の生産量xjを掛けたものになる｡

　一方、j産業の売り上げは産業kが商品jを使用する係数ajkに産業kの売り上げxkを掛けたものと、j財を労働者が消費する量bjの和に、j商品の価格pjを掛けたものになる｡

　
　 ( x1･aj1 + x2･aj2 +   + xn･ajn + bj)×pj  ⇔ { a1j×p1 + a2j×p2 +   + anj×pn + Lj×ω}×xj 

　この2つの式は、一致しない｡しかし、固有値を使うと両方ともα･pj･xjとなる｡このように、固有値になる事が、個別産業の収支が均衡する条件になる｡


第3部.　公害財および結合生産

1. 公害財の形式

    

 公害財の形式とはどの様なものか｡2列は公害財を生み、公害財を生む係数はaj2で負である｡このaj2は本来右辺にあり、それを形式上左辺に移した為、負になっている｡
　これを処理する産業はj列で、処理係数はajjでﾌﾟﾗｽになる｡ajj･xjがa2j･x2を処理する｡消費yjに相当するものは、公害財においては普通ｾﾞﾛだが、消費される事もありる｡2-1から3-1式が出て来るのは、負の係数のない行列と同じである｡公害処理を行うj列の要素は、aj2 x2 +ajj xj=αxj となる｡

　なお、右辺の結合生産を左辺に移すと、左辺の行列式の移項された項に固有値が掛かって来る｡これは、対角要素以外にも固有値が掛かる事を意味する｡しかし、これは本質的ではない｡例えば、固有方程式の次数は、これにより変化しない｡また、この移項する結合財を1期前と見なせば、固有値は行列係数に掛かる事はなくなる｡この為、以後は、対角要素以外に固有値が出現しないとしてﾓﾃﾞﾙ化する｡

2.  結合生産による純性　負価格ﾓﾃﾞﾙとその回避産業
　公害財を処理する産業を、公害を生む産業の生産に加わる諸産業と同等とみなし、係数を正と出来るだろうか｡例えば、機械加工で出る切削くずや潤滑油は、公害処理しなければならない｡この処理も、機械加工での切削工具や母材金属の供給産業と同じく、機械加工工業に参加する産業の1つとみなす｡実際には、切削工具などは機械加工産業に供給され、公害物は機械加工産業から流れ出す｡しかし、仮想上は、公害物の流れが実際とは逆に流れると仮定するのである｡このように、この公害財の流れを形式上逆と見れば、公害の処理も、切削工具の供給と何らかわる事はない｡

　このように見れば、上の式がそのまま成立する｡これをAﾓﾃﾞﾙ(通常処理経済ﾓﾃﾞﾙ)と名付ける｡一方、公害財を生産物と見なすと、公害が生産され、それが処理産業により消費されると見なす事が出来る｡これをBﾓﾃﾞﾙ(公害処理経済ﾓﾃﾞﾙ)とする｡

　もし、最初のAﾓﾃﾞﾙがうまくいくなら、経済学的に処理しやすい｡一方、後者は、普通の人間からはより理解しやすい自然な見方である｡しかし、公害財の価格が負であると言う事実がﾓﾃﾞﾙ体系にそのまま反映され、数学的処理が難しくなるという問題が出て来る｡うまく、AﾓﾃﾞﾙをBﾓﾃﾞﾙに換算出来るのか｡

　この公害財が他産業で使われないなら、BﾓﾃﾞﾙはAﾓﾃﾞﾙに換算できる｡しかし、公害財が公害処理産業他産業でその一部を使われるなら、AﾓﾃﾞﾙからBﾓﾃﾞﾙに移る事は出来ない｡多くの場合、AからBﾓﾃﾞﾙには移れない｡この常識的な話を少しする｡

　　　

　　a11  a12  a13
　　　 a1n b1    x1  ＝  ｘ1
　　　　　　　
　　　 　2  a21  a22

  b2   x2    　  ｘ2
　　公害財処理に必要な労働と財の投入率






　　公害財が生産され処理される率  

　　　　 j-1



　

  (式6)

  　　　　 　 　j　　aj1  aj2 　　　ajj-1  ajj　

　　xj
 
公害処理

　公害　




　　　
　  公害財を生産に利用
　
　　an1  an2
　　　ann  bn    xn      ｘn



　　L1   L2
　　　Ln   Ln+1 L
　　L

　公害財をjとする｡公害財は第２産業が出すとする｡従って、aj2が負になる｡公害財を処理する産業を第j産業とするとajjは正となり、pjは負の価格になる｡この他に、生産において公害財を必要とする第j-1産業を考えると、ajj-1は正になる｡

　公害発生第２産業と公害処理第j産業だけだと、j産業による公害処理係数ajjはｺｽﾄと売り上げ両方に関わる為、pjとaj2を正に変えても、収支は変わらず、Aﾓﾃﾞﾙに変換出来る｡

この様に、公害に関係する3つの産業を仮定すると、係数をどの様に変換しても、負の係数が残る事を示す事が出来る｡変数を変換しても、負が消える事はないのは、以下の式から明らかである｡以下の式で、pj、aj2は負、pj、aj2は正を表す｡なお、xjは正である｡また、(aj2 x2 + ajjxj+ ajj-1xj-1 )pjのうちのajj-1xj-1 pjは公害処理産業jの売り上げを減らしている｡公害財を他産業が消費し、処理すべき量が減るので当然であろう｡

　



(Σxka2k )p2


売り上げ

　



(Σpkak2 + pjaj2  )x2

総ｺｽﾄ





(aj2 x2 + ajjxj+ ajj-1xj-1 )pj

売り上げ





(Σpkakj + pj ajj )xj


総ｺｽﾄ

(式7)





(Σxkaj-1k )pj-1


売り上げ





(Σpkakj-1 + pjakj-1)xj-1

総ｺｽﾄ

　これで、負の係数をもつ行列は否定しえない事が分かった｡


生産行列
以下、負の係数が経済にどのような影響を及ぼすか調べる｡


労働投入率>0


3.  正の生産量を持つﾓﾃﾞﾙを導く式




　2重に縮退した固有値を持つ行列式の例は次のとおり｡

mは2重固有値で、X,Y比例定数である｡この解は次の式になる｡

　 　　
x3 －2mx2　＋mｍx －( c/Y＋a＋b/X )x2　＋(２a ＋2b/X ＋2ｃ/Y　)ｍx　－mm( a＋c /Y＋b/X)         

　
＝(x－m)2( x－( c/Y+a+b/X) )




(式9)

　この式の解はm,m,c/Y+a+b/Xとなる｡2重に縮退した固有値が最小になる為には、mは次の制約c/Y+a+b/X>mが必要になる｡最大固有値が1の場合を考えるので、m=1となる｡第1行を労働とすると1>a,b,c>0、と仮定するのが自然である｡行列が正の生産量をもつには、a-m<0となる必要がある｡制限条件を次に纏めてみる｡


1>a,b,c>0  a-m<0、　c/Y+a+b/X>m=1
　少なくともXかYが正でなければ、最後の式を満たさない｡例えば、X>0なら、a31<0,a22>1,a23>0となり、対角要素が1より大になる｡これは自己の生産量を確保するのに、自己の生産量以上に自己の財を投資しなければならない事になり、通常の経済では絶対にありえない状態である｡しかし、公害財を他産業が生産している以上、この生産物を不足した自己の投入に費やす事が出来る｡実は、これこそが公害処理に他ならないとも言える｡

　少なくとも3行3列の行列では、この様に対角要素の何れかが1より大きくなる場合にのみ、縮退した固有値が最小になる事が出来る｡以上だが、労働について少し追加する｡

　労働も植林等の奉仕活動の様に、お金を出しても働く時があり得る｡この時にも、対角要素が1より大にならないと、a+c/Y+b/X>mが満たされず、縮退した固有値が最小固有値とならず、固有値の転位はおこらなくなる事にかわりがない｡1つだけ例を挙げてみる｡　

a=0.5  b=0.25  c=0.25  X=-4  Y=0.4、

とすると、固有値をひく前の行列は次式になる｡

c/Y+a+b/X>m=1　0.25/Y+0.25/-4>0.5

1/Y>-0. 25+2
Y<1/1.75 y=1/1.8

　
 0.5 　0.25 　 0.25

 0.125 0.9375 -0.0625
(式10)

-1.25  0.625   1.625

　固有値はm,m, c/Y+a+b/X=-0.0625+0.5+0.625なので、固有値1,1,1.0625となる｡最小固有値は縮退している｡この縮退固有値をえる行列の係数がわずかに変化すると、固有値の縮退がとけ、固有ﾍﾞｸﾄﾙが大きく変化する｡これを次に示す｡

4.  微小変化

0.5  　　0.25    　0.25
産出行列の固有値の計算
0.125    0.9375   －0.0625

‐1.25  (0.625+g)  1.625

　g=0では、固有値は1,1,1.0625、最小固有値1の固有ﾍﾞｸﾄﾙは(1,2,0)(1,0,2)となる｡

　g=0以外の時には、固有値の式として次式が得られる｡

(x－m)2(x－(c/Y+a+b/X)) －c/X(x－m)g
　   =(x-m)( (x-m)(x－(c/Y+a+b/X) －c/Xg)

     =(x-m)(x2‐(m+(c/Y+a+b/X)x+ｍ(c/Y+a+b/X)‐c/Xg)
　g=0.001の時、固有値は約1.0010165、1.0614835、1
で、最小固有値1の固有ﾍﾞｸﾄﾙは(1,0，2)となる｡

　g=－0.001の時、固有値は0.9990155、1、

1.0634845で、最小固有値0.9990155に対し、

固有ﾍﾞｸﾄﾙ(-3.999987906, 1, -8.98422386)
が伴なう｡この値は負である為、現実の

経済を表さない｡次に小さな固有値1

に対し、固有ﾍﾞｸﾄﾙは、(1,0,2)となる｡

　最小固有値と固有値1に伴なう固有

ﾍﾞｸﾄﾙの合成が、現実に実現され得る

生産ﾍﾞｸﾄﾙとなる｡

　即ち、(1,0,2)+α(－3.999987906, 1, -8.98422386)>(0,0,0)の中でαが最大となるものが求める生産ﾍﾞｸﾄﾙである｡この様に、価格や生産量を示す固有ﾍﾞｸﾄﾙは、2重に縮退する条件の周辺で激変する｡

双対価格行列

　転置された価格行列
　
 0.5 　0.125  -1.25

 0.25  0.9375  0.625
(式11)

 0.25 -0.0625   1.625

　固有値は1,1,1.0625であった｡価格固有ﾍﾞｸﾄﾙは(1,4,0)と(-2.5,0,1)となる｡労働価格が負になる事はないとすれば、正となる範囲で、固有ﾍﾞｸﾄﾙを合成したものが現実に可能な価格になる｡生産行列での制約条件の方が、価格行列での制約条件よりｷﾂｲので、労働価格がｾﾞﾛになる事はない｡

　微少変化の時の価格については、g=0.001の時、やはり1が最小固有値で、(1,4,0)が固有ﾍﾞｸﾄﾙになる｡g=-0.001の時、固有値は、0.9990155、1、1.0634845で、生産行列と同様の議論が出来る｡
第4部　無価格

1.  不動点と最小固有値

　最小固有値の交代領域で、生産可能h領域は二分される｡もしそうでないなら、経路により最小固有値が変化せず、別の経路から最小固有値が変化する点に達し、矛盾する｡この二分された領域のどちらにも解が無い場合とは、固有値縮退領域を越えた他方の領域に不動点がある場合である｡

　一方の領域から他方の領域に向け、写像されて行くが、最小固有値が変化する縮退領域を通り、元の最小固有値は最小でなくなる｡最小でなくなる固有値の示す面は、実際の経済の面を示さず、不動点は失われる｡実際の不動点でない為、この不動点を虚不動点と呼ぶ｡逆方向からの虚不動点写像でも同じ事が言える｡この為、最小固有値となる面の両方の領域に不動点は存在しない｡では、不動点はないかと言えば、そうではない｡

2.  縮退価格








　最小固有値が交代する縮退領域では、他の領域と異なり、2つの固有ﾍﾞｸﾄﾙが存在する｡この為、生産により価格が一意的に決定されるのではなく、2つの固有ﾍﾞｸﾄﾙが指定する面のあらゆる点が選択可能になり、価格は自由]度を持つ事になる｡この自由度が大きな役割をするだろう事は容易に想像できる｡

　生産が決める行列の固有値が示す価格ﾍﾞｸﾄﾙによる需要は、縮退領域の反対側に存在すると仮定している｡

従って、縮退領域付近でも、図2の左側からの価格ﾍﾞｸﾄﾙと、右側からの価格ﾍﾞｸﾄﾙが指示する消費量は、固有値領域の反対側に存在し、両方の価格ﾍﾞｸﾄﾙの合成が決める消費ﾍﾞｸﾄﾙは、縮退領域の反対側にある不動点を結ぶ線上に連続して存在すると考えても間違いではない｡この時、縮退領域上に生産と消費が一致する点が存在するのだろうか｡図3に見られる様に、価格比を変えた時の消費の変化は、生産超平面と固有値縮退超平面の交差する超平面に接するとは限らない様に見える｡なぜ接するとは限らないのか｡
縮退固有値領域での解の存在

　2重に縮退していると、自由度は2である｡この時、価格自由度は2次元になる｡この価格自由度がある為に不動点がある様に見える｡しかし、2次元の自由度を得たとしても、財はn財あり、n-2次元の制約が残っている｡この為、縮退領域においても不動点があるとは限らない｡この制約が、図4に見られるｷﾞｬｯﾌﾟを生むと言える｡

第5部 行動の連立方程式ﾓﾃﾞﾙ

1. 行動安定点と写像

　価格が決まると、消費が決まり、生産が決まる｡こうして不動点が決まる｡しかし、この結論は一定価格では、消費が一意に決まる事を前提にしている｡さらに、この消費は、価格が少し変わると、消費も少ししか変わらないと言う仮定の下での結論である｡この様な仮定の下で、安定点にいたる写像経路がでてくるとしても、固有値の縮退領域をこえると、価格や生産の不動点は失われると言う事がわかった｡

　例えば、消費が行列で表され、固有ﾍﾞｸﾄﾙとなる場合、行動の行列ﾓﾃﾞﾙが決める行動(消費)ﾍﾞｸﾄﾙが縮退すると、ここでも自由度が生まれる｡しかし、すでに論じた様に、ここで生まれる自由度も、固有値の縮退の重複度であり、n次元の制約にくらべれば大した自由度ではない｡この為、行動が示す固有値の縮退域においても不動点は存在しないと言う結論が出て来る｡

　効用関数の縮退があっても、多数の人間の平均を取れば、縮退が隠れてしまう事は当然考えられる｡しかし、多くの人間が同じ様な精神をもち、また、相互に影響し合って同一行動や同一意見を持つ事を考えれば、社会全体においても消費の縮退が起こっても不思議ではない｡

2. 固有値型消費関数ﾓﾃﾞﾙ

投入行動、産出行動

　一つの行動の実現には、いろいろな準備行動が必要である｡何かをするには、計画を練り、資金をため、周りの人を説得し、訓練を重ね、試行錯誤末に行動が完成する｡また、宗教生活の原初形態やﾌﾟﾛﾃｽﾀﾝﾃｨｽﾞﾑに見られる様に、人間行動の基礎的価値体系に関わる行動は、他の派生行動を支配する｡また、権力の確立が忠誠行動を生み、忠誠行動が権力の確立を強める様に、

行動は相互に関連している｡これらの行動の相互連関を、連立方程式、

行列で表すと次の様になる｡必要行動が予め決まっている時、その実現に使われる行動xは上式で決まる｡

　ある一定期間、いろいろな行動のｾｯﾄが必要とされる｡この行動のｾｯﾄを集計し、各要素を合計しﾍﾞｸﾄﾙ表示する｡外部へ出力する行動は、その行動を実現する為には、さらに別の行動のｾｯﾄが必要になる｡外部への出力行動のｾｯﾄをﾍﾞｸﾄﾙ表示したものをy、その実現に必要な行動のｾｯﾄをﾍﾞｸﾄﾙ表示したものをxとする｡各行動は、その行動を実現する為に相互に関連を持つ｡この関連係数をa1nで表す。

　式の右辺と左辺両方にxが入っているのは、次の期間に再び行動を可能にするため、行動を投入しなければならない為である｡例えば、食料の調達であり、宗教団体では内部の結束や教義の植え付けなどである｡この式を変形する｡上のﾏﾄﾘｯｸｽをAとし、単位行列をIとすると、次式が出て来る｡この式2より、Ａ－Ｉの逆行列を求めると、外部出力行動yから準備行動xが決まる｡以上の説明は、わかり易く述べたもので、実際には次のようなｽﾗｯﾌｧ型の深部構造をしている｡

　他の行動相互に関連を持ち、その行動生成に不可欠な行動を基礎行動と言う｡それに対し、他の行動の生成に不可欠でない行動を、派生行動と言う｡xは準備行動として述べたもので、yは外部出力行動である｡宗教や食料生産の例での、準備行動と外部出力行動でも、基礎行動と派生行動の定義があてはまる｡以上で、先延ばしにした行動の行列ﾓﾃﾞﾙを論じた｡これで、ﾓﾃﾞﾙ全体が閉じた系になった｡次に、ﾓﾃﾞﾙの意味を問う｡

第6部 変換と言う価値



1.  労働価値、限界効用価値と異なる

　モデルの数学構造は、労働価値説を支持せず、限界効用、限界生産説をも支持しない｡モデルの数学構造は、もっと別の価値構造を反映している｡それが明確に現れるのは、例えば、わずかな生産量や消費量の変化により、価格体系が劇的に変化する事である｡この事態から、ﾓﾃﾞﾙが示す価値を労働の反映と見る事は困難である｡しかし、このような価値解釈と、ｽﾗｯﾌｧの示した労働価値は両立するのだろうか｡

　ｽﾗｯﾌｧの標準体系により、労働が価格に反映されるﾒｶﾆｽﾞﾑが解明された｡何人もこれを否定出来ない｡しかし、そうとしても、時代時代の技術や環境状況により、労働の商品価値に反映される仕方は異なる｡

　また、標準商品は、ここで提出したﾓﾃﾞﾙとは異なるが、やはり固有値を使いﾓﾃﾞﾙ化がなされる｡従って、ｽﾗｯﾌｧにおいても最大固有値の転位が起こり、価値が劇的に変化する｡これは、労働価値説を指示しないのはもちろん、限界効用説をも指示していない｡従って、価値は労働に集約されるとしても、集約の構造は技術や需要の構造に規定されている事になる｡

　提出したﾓﾃﾞﾙは、価格の波及が十分に及び安定して初めて、交換の均衡が達成され、価格体系が成立する事を示している｡この意味で、価格とは技術及び消費の連関価値であると言える｡しかし、それだけでは固有値の変換が価格を劇的に変化させる事を説明出来ない｡

2.  モデルの示唆する価値構造、価格構造

　ﾓﾃﾞﾙがn次構造をしていると、n個の固有値と、各固有値に伴なうn個の独立した価格ﾍﾞｸﾄﾙが存在する｡ﾓﾃﾞﾙ、ひいては現実の経済は、潜在的にn個の価格体系を秘めている事になる｡この価値が、限界価値に基づく新古典派のﾓﾃﾞﾙの背後に潜んでいる｡従って、現実の経済には、n個の独立した価格ﾍﾞｸﾄﾙが潜在し、状況に応じて、どれかが顔を出す｡これが、ﾓﾃﾞﾙが示す価格の構造である｡固有値に伴なう固有ﾍﾞｸﾄﾙが指定する深い価値構造が、状況により特定のかたちをとって我々の前に立ち現れる｡

　この価値構造を生成するのは、各々の生産関数である｡生産関数とは、事物の変換体系であり、n個の独立した生産体系は、n個の独立した変換体系を持つ｡変換による相互関連が起こり、その時の変換同士の関係が価格により示される｡この変換こそが価値の源泉で、この変換から構成される行列は、相似変換により、n個の孤立した変換(固有ﾍﾞｸﾄﾙ)に移される｡固有ﾍﾞｸﾄﾙは、生産関数が示す複合したn個の変換価値を、分離し独立したn個の価値に分解写像する事に他ならない｡

　労働は、この変換の中で一つの変換の源泉にしか過ぎない｡しかし、他の変換と異なり、大きな自由度を持ち、ｽﾗｯﾌｧ型の価値を担う｡しかし、同時に、固有ﾍﾞｸﾄﾙの転位に見られる様に、労働は変換の体系の枠内に固定され、制約されている｡

　1種の座標変換である相似変換が、生産体系に潜むn次の独立構造を示し、この独立構造の各々に固有値と固有ﾍﾞｸﾄﾙが付随する｡そして、生産体系と価格体系は、1種の双対空間を形成する｡現有の価格体系は、このn次の価値構造のあるものが、状況に応じて現れてくるものに他ならない｡価値の源泉は、n×n個の変換要素が担っている事になる｡

　限界効用も限界生産も、このn次、n×n次の価値構造のある部分を、切り出したものである｡

　n次の生産体系が形成する多様体に、n次の価格ﾍﾞｸﾄﾙが接空間として定義され、多様体と接空間は双対構造を取る｡実際には、n次の多様体に実質n－1次の価格空間が接空間として付加されている。

　しかし、体系の変動を決定するものは、これらではなく効用関数である｡接空間を元に、n次生産体系を編成し、仮想でしかなかった生産と消費を現実のものにする｡しかし、現実化された生産体系と消費体系は、深部価値の一部の写像を基礎にしているに過ぎない｡この為、ﾚｯｾﾌｪｰﾙが最適を達成する保証はない｡

　これらの価値についての議論は、価格の非存在の証明に必要な非線形の仮説を必要としない｡負の係数の存在さえ必要ではない｡負の係数があれば、固有値と固有ﾍﾞｸﾄﾙの転位がおこり、多様な価値が価格の背後にあり、条件によりいろいろな価格が顔を出すことで、価値の多様性が明かになる｡しかし、行列の係数が全て正であっても、n個の産業があれば、n個の価値体系が、1つの価格体系の背後に潜んでいる｡

3.  結論

　n次の生産と労働と消費の連立方程式では、n個の潜在価値が存在する｡この事は、価値体系は生産企業と言う物の変換関数の数と同一の数の価値体系を持つと言う事である｡これは、労働価値とも効用関数とも異なる自由で多様な価値が存在している事を示している｡労働価値や効用による均衡が唯1つの価格体系しか持たないのと対照的である｡

　そして、価格は、このうちの最大固有値にともなう固有ﾍﾞｸﾄﾙとして現れる｡しかし、生産関数の数だけある価値のうちから、最大固有値と言う偶然で選ばれたただ1つの価値体系の下でのﾚｯｾﾌｪｰﾙは、最大効用や最大の能率の実現を保証するものでは決してない｡単に、その価格の下での効用最大化と能  率最大化を保証するものであり、他の価値体系では別の効用最大化と能率最大化が実現する｡現実の価格体系化の効用最大化は、n個の産業がある場合、場合によっては1/nの確率にしかすぎないと言える｡

　ここに負の生産体系や非線形性と言う今まで採用してきた仮説なしでも、価値体系がn個存在する事が言える事になる｡この様なn個の価値体系のうちの1つでしかない現実の価格体系の下でのﾚｯｾﾌｪｰﾙによる最適状態が、他の価値体系で可能な最適状態より優れていると言う保証は全くない｡以上である｡
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(a-m)/X　b/X+m　c/X


(a-m)/Y   b/Y　 c/Y+m


	(式8)
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公害産出産業(第2産業)





公害処理産業(第j産業)
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 固有値1を引いた価格行列


 -0.5 　0.125  -1.25


　0.25 -0.0625  0.625


　0.25 -0.0625  0.625


























  a-α　     b       c


 (a-m)/x  b/x+m-α  c/x


 (a-m)/y   b/y+g  c/x+m-α
